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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第３四半期連結
累計期間

第54期
第３四半期連結

累計期間
第53期

会計期間

自平成26年
　９月１日
至平成27年
　５月31日

自平成27年
　９月１日
至平成28年
　５月31日

自平成26年
　９月１日
至平成27年
　８月31日

売上高 （千円） 18,066,315 17,670,638 23,910,863

経常利益 （千円） 2,630,752 2,800,073 3,392,922

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,595,065 1,795,000 2,093,414

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,674,478 1,834,887 2,183,876

純資産額 （千円） 16,208,866 18,034,234 16,718,264

総資産額 （千円） 20,338,643 22,390,070 22,391,008

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 103.92 122.32 137.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 78.6 79.4 73.7

 

回次
第53期

第３四半期連結
会計期間

第54期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成27年
　３月１日
至平成27年
　５月31日

自平成28年
　３月１日
至平成28年
　５月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 39.94 40.47

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．平成26年12月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

５．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用情勢に回復の兆しはみられるものの、中国経済及び資

源国経済の減速懸念並びに年初からの円高・株安傾向とその対策としてのマイナス金利政策、さらに欧州の地政

学的リスクの影響等の不安定な要因により先行不透明な状況で推移いたしました。

　このような状況のもと当社グループでは、中核であるテレビアニメーション番組のプロデュースにおいて、よ

り良い作品の企画・放送枠の提案により、新たなスポンサーの開拓を含めた営業活動に注力するとともに、新た

な二次利用の市場を開拓し、アニメーションキャラクターの版権ビジネスを拡大するという方針のもと、事業展

開を図ってまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は17,670百万円（前年同期比2.2％減）、営業利益2,801百万円

（前年同期比4.0％増）、経常利益2,800百万円（前年同期比6.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益

1,795百万円（前年同期比12.5％増）となりました。

　セグメント別の状況は、次のとおりであります。

 

（メディア事業）

メディア事業におきましては、継続番組である「それいけ!アンパンマン」「カードファイト!!ヴァンガードＧ

ギアースクライシス編」等の他、ガンダムシリーズ待望の新作シリーズとなる「機動戦士ガンダム 鉄血のオル

フェンズ」及び自社原作のオリジナル作品「アクティヴレイド-機動強襲室第八係-」、その他「クロムクロ」

「あんハピ♪」等の新作テレビアニメーション番組等についてのプロデュースを計画通り実施し、通期では前期

と同数となる26作品について製作出資・製作委員会の組成・共同運営並びにプロデュース事業を実施する見通し

となっております。さらに、ゲーム会社との協業によりスマホゲーム「夢色キャスト」をプロデュースいたしま

した。

遊技機及びゲーム等のキャラクターグッズの広告収入並びに就職情報事業を行う子会社ジェイ・ブロードにつ

いても概ね堅調に推移いたしました。

これらの既存事業は順調に推移しているものの、新たなビジネススキームによるエンターテインメント創出事

業及び海外事業といった新規事業による実績の上積みが乏しく、前年同期に比べ売上高が伸び悩む結果となって

おります。

また、コンテンツの投資額が減少したことおよび当該償却額が減少したことが、短期的には営業利益を押し上

げる要因となっております。

この結果、メディア事業の売上高は13,104百万円（前年同期比2.2％減）、営業利益1,017百万円（前年同期比

30.8％増）となりました。

 

（ライツ事業）

ライツ事業におきましては、「ガンダム」シリーズに関し、国内の課金型ゲームの版権収入が前年同期に比べ

減少傾向が続くものの、アーケードゲーム・遊技機・海外の版権収入等が増加したことから、ほぼ横這いで推移

いたしました。

 「ガンダム」シリーズ以外の版権収入についてはDVD・BD等の販売による版権収入（配分金）が減少いたしまし

たが、海外の版権収入等が増加したことにより、ほぼ横這いで推移いたしました。

この結果、ライツ事業の売上高は4,013百万円（前年同期比2.7％減）、営業利益1,789百万円（前年同期比

7.5％減）となりました。

 

（スポーツ事業）

スポーツ事業におきましては、概ね期初の予定通り推移しております。

この結果、スポーツ事業の売上高は552百万円（前年同期比0.8％増）、営業利益43百万円（前年同期比12.2％

減）となりました。
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（2）資産、負債及び純資産の状況

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べほぼ同額の、22,390百万円となりま

した。

　負債は、前連結会計年度末に比べ1,316百万円減少し、4,355百万円となりました。主な要因は、買掛金の減少

1,240百万円及び未払法人税等の減少258百万円等であります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ1,315百万円増加し、18,034百万円となりました。主な要因は、親会社株

主に帰属する四半期純利益1,795百万円の計上による増加及び剰余金の配当513百万円による減少等であります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

 該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社創通(E05338)

四半期報告書

 4/17



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年５月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年７月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 15,000,000 15,000,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であ

ります。

計 15,000,000 15,000,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成28年３月１日～

 平成28年５月31日
－ 15,000,000 － 414,750 － 391,240

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成28年２月29日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成28年２月29日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　325,600 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であり

ます。

完全議決権株式（その他） 普通株式　14,673,300 146,733 同上

単元未満株式  普通株式 　　　1,100 － 同上

発行済株式総数 15,000,000 － －

総株主の議決権 － 146,733 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年２月29日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社創通 東京都中央区銀座5-9-5 325,600 － 325,600 2.17

計 － 325,600 － 325,600 2.17

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年３月１日から平

成28年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年９月１日から平成28年５月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年８月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,235,233 15,975,232

受取手形及び売掛金 4,147,801 3,231,465

有価証券 200,480 －

商品 127 128

仕掛品 9,069 7,795

貯蔵品 7,045 8,052

繰延税金資産 75,465 45,174

その他 184,392 294,279

貸倒引当金 △23,768 △21,191

流動資産合計 19,835,846 19,540,938

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 48,443 45,465

車両運搬具（純額） 1,441 1,081

工具、器具及び備品（純額） 14,552 24,110

土地 322,711 322,711

有形固定資産合計 387,148 393,367

無形固定資産 29,237 24,968

投資その他の資産   

投資有価証券 1,875,277 2,183,424

繰延税金資産 20,574 20,119

その他 242,924 227,252

投資その他の資産合計 2,138,775 2,430,796

固定資産合計 2,555,162 2,849,132

資産合計 22,391,008 22,390,070
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年８月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年５月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,161,299 2,921,135

未払法人税等 668,176 409,645

賞与引当金 36,180 32,510

その他 318,950 515,116

流動負債合計 5,184,606 3,878,407

固定負債   

繰延税金負債 72,365 56,448

退職給付に係る負債 74,538 79,748

その他 341,232 341,232

固定負債合計 488,137 477,428

負債合計 5,672,744 4,355,836

純資産の部   

株主資本   

資本金 414,750 414,750

資本剰余金 391,240 391,240

利益剰余金 17,403,581 17,024,853

自己株式 △2,200,828 △540,700

株主資本合計 16,008,743 17,290,143

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 492,576 480,423

その他の包括利益累計額合計 492,576 480,423

非支配株主持分 216,944 263,667

純資産合計 16,718,264 18,034,234

負債純資産合計 22,391,008 22,390,070

 

EDINET提出書類

株式会社創通(E05338)

四半期報告書

 9/17



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年９月１日
　至　平成27年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年９月１日
　至　平成28年５月31日)

売上高 18,066,315 17,670,638

売上原価 14,622,315 14,132,435

売上総利益 3,444,000 3,538,202

販売費及び一般管理費 750,163 736,439

営業利益 2,693,836 2,801,762

営業外収益   

受取利息 4,616 4,451

受取配当金 7,743 8,202

助成金収入 － 23,368

その他 4,101 1,318

営業外収益合計 16,462 37,340

営業外費用   

支払手数料 33,589 －

上場関連費用 6,145 5,128

投資事業組合運用損 14,211 9,068

研究開発負担金 25,590 20,037

その他 9 4,795

営業外費用合計 79,546 39,030

経常利益 2,630,752 2,800,073

特別利益   

投資有価証券売却益 18,897 －

特別利益合計 18,897 －

特別損失   

固定資産除却損 3,545 256

投資有価証券売却損 1,708 －

特別損失合計 5,253 256

税金等調整前四半期純利益 2,644,395 2,799,816

法人税、住民税及び事業税 953,756 914,612

法人税等調整額 56,046 38,220

法人税等合計 1,009,803 952,833

四半期純利益 1,634,592 1,846,983

非支配株主に帰属する四半期純利益 39,526 51,983

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,595,065 1,795,000
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年９月１日
　至　平成27年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年９月１日
　至　平成28年５月31日)

四半期純利益 1,634,592 1,846,983

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 39,885 △12,095

その他の包括利益合計 39,885 △12,095

四半期包括利益 1,674,478 1,834,887

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,634,856 1,782,847

非支配株主に係る四半期包括利益 39,621 52,040
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　　　 該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第３四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 　　　 該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年９月１日
至 平成27年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年９月１日
至 平成28年５月31日）

減価償却費 15,404千円 14,652千円

のれんの償却額 5,491 －
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年９月１日　至　平成27年５月31日）

１．配当に関する事項

   配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月26日

定時株主総会
普通株式 235,114 30 平成26年８月31日 平成26年11月27日 利益剰余金

平成27年４月８日

取締役会
普通株式 235,114 15 平成27年２月28日 平成27年５月８日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成27年１月８日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,000,000株の取得を行いました。こ

の結果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が2,000,000千円増加し、当第３四半期連結会計期間

末において自己株式が2,200,828千円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年９月１日　至　平成28年５月31日）

１．配当に関する事項

   配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月25日

定時株主総会
普通株式 293,486 20 平成27年８月31日 平成27年11月26日 利益剰余金

平成28年４月７日

取締役会
普通株式 220,114 15 平成28年２月29日 平成28年５月10日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成27年10月８日開催の取締役会決議において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消

却することを決議し、平成27年10月16日付で普通株式1,000,000株を消却いたしました。この結果、当第３

四半期連結累計期間において利益剰余金及び自己株式がそれぞれ1,660,128千円減少しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年９月１日 至平成27年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 メディア事業 ライツ事業 スポーツ事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 13,393,550 4,124,517 548,247 18,066,315 － 18,066,315

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 13,393,550 4,124,517 548,247 18,066,315 － 18,066,315

セグメント利益 777,789 1,934,018 49,554 2,761,362 △67,525 2,693,836

（注）１．セグメント利益の調整額△67,525千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用の主なものは、管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年９月１日 至平成28年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 メディア事業 ライツ事業 スポーツ事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 13,104,627 4,013,217 552,793 17,670,638 － 17,670,638

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 13,104,627 4,013,217 552,793 17,670,638 － 17,670,638

セグメント利益 1,017,319 1,789,154 43,529 2,850,004 △48,241 2,801,762

（注）１．セグメント利益の調整額△48,241千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用の主なものは、管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年９月１日
至　平成27年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年９月１日
至　平成28年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 103円92銭 122円32銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
1,595,065 1,795,000

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
1,595,065 1,795,000

普通株式の期中平均株式数（株） 15,348,295 14,674,302

　（注）１. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２．平成26年12月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成28年４月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………220,114千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年５月10日

（注） 平成28年２月29日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年７月13日

株式会社創通

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小出　検次　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田島　一郎　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社創通の

平成27年９月１日から平成28年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年３月１日から平成28年

５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年９月１日から平成28年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社創通及び連結子会社の平成28年５月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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